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５．刑事附帯民事訴訟中の調停と量刑斟酌
　刑事附帯民事訴訟で賠償について調停ができるかについては、司法解釈
《解釈》96条に「刑事附帯民事訴訟について、調停ができる」という条
項があるので、実際に附帯民事訴訟では調停が一般民事訴訟においてより
も一層強く勧告される
（虻）
。
　最近では「刑事附帯民事訴訟で調停が成立したときは、被告人の情状と
して量刑を斟酌できるか」という議論が盛んである。
　この議論は、現今中国が進める「和階社会主義を目指す中国は、積極的
に調停を進め、民事・刑事の処理効率を高め、併せて当事者・社会の対立
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の激化を解消し、穏和な紛争解決を行う」というスローガン
（飴）
のもとに盛ん
に調停を行うこと
（絢）
、調停を成立させて量刑を軽くする刑事政策に対する是
非をめぐってである
（綾）
。
　さらに「刑事和解」をめぐる議論がある。刑事和解とは「被害者または
その家族が犯罪被疑者または被告人と被害等について和解ができたとき
は、公安機関、人民検察院は不起訴処分にし、起訴後は人民法院は刑事責
任を軽減または処罰を免除する」ことをいう
（鮎）
。
　刑事訴訟法172条は「人民法院は、自訴事件について調停をすることが
できる。自訴人は判決前に被告人と和解をし、または自訴を取り下げるこ
とができる」として自訴事件に限り裁判外で和解ができたときは自訴を取
り下げることを認めているが、公訴事件一般について、起訴前、起訴後の
和解を量刑に反映させようとする最近の傾向が見られる
（或）
。
　過失犯や軽微な故意犯については有益であるが、重大な故意犯について
は、和解または調停が成立するだけでは足りず、賠償等の全部の履行が判
決前に現実になされて初めて減刑事由になると解される。
　現行法では、和解・調停の成立が起訴後の被告人を刑免除とする条文根
拠としては軽微犯罪に関する刑法37条が存在するだけである（後記８参
照）。
註
（35）前掲・毛立華《問題與対策》によると、山東省は2006年度で刑事附帯民事
訴訟の調停成立率は75.1％という。しかし、うち調停条項の不履行は28％と
報告していることに注意しなければならない。法制日報2007.6.14によると
2006年に一人息子を些細なけんかで深夜の店舗で刺殺された両親が刑事附帯
民事訴訟を起こし、判決で被告人は死刑・執行猶予２年、賠償175,800元が命
じられたが、被告人は賠償を履行しないので両親は再三にわたり銀川市中級
人民法院と自治区高級人民法院を訪れて〔上訪〕、「直ちに死刑を執行し、か
つ全額賠償させて欲しい」と嘆願し、2007年に至り法官は被告人宅を訪問し
て支払いを催促し、その結果被告人家族は耕牛を担保に２万元を都合して法
官に渡したが両親はこの受領を拒絶した。寧夏高級法院の副院長によると同
地区の刑事附帯民事訴訟の執行率は10％以下であると述べている。
　　これらの調停は、日本でいう「裁判上の和解」（民事訴訟法89、267条）に
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当たるが、日本では裁判上の和解の履行率は極めて高いのに、中国では刑事
附帯民事訴訟の調停の履行率が極めて低いのは一体何の原因であろうか（日
本旧刑訴法と台湾刑訴法の刑事附帯民事訴訟中の裁判上の和解の条文はない
ものの、否定されていない）。被告人が寛大な刑事処分を望む余り、自己の支
払能力を無視した高額の賠償額を受け入れるためではなかろうか。調停の不
履行は被害者の新たな激昂感情を生じる。そして賠償を約する調停を成立さ
せたうえで刑事判決を下したが、その後支払いが履行されないときは、被害
者は法院および担当法官を恨み上訪を繰り返すことが常態となる。そこで被
告人の親戚縁者や友人に公訴提起を告知して彼らに賠償の調停に参加させ、
調停成立と同時に賠償金を完済させ（これらは、司法解釈《解釈》87条は
“被告人の親族が代わって賠償することも許す”という根拠にもとづいてい
る）、または支払いが終わってから刑事事件の量刑を定めて宣告するという実
務が広く行われた。
　　「調停の不履行問題」を打開するため、調停の執行に人民陪審員を担当さ
せたテストケースがある。この陪審員には地元の名望家、世話役、人大議
員、居民委員会委員などを選任したので、法制日報2007.9.27によると、寧波
市北仑区人民法院で始めて陪審員が執行を担当し、効果があったという。
（36）刑事附帯民事訴訟と自訴に関して、2006.10.11中共中央の十六届六中会議の
政策「社会主義和諧社会建設」にもとづき最高人民法院2007.3.1《関于進一歩
発揮訴訟調解在構建社会主義和諧社会中積極作用的若干意見》法發［2007］
９号は、その６で「人民法院は、刑事附帯民事訴訟に対しては、民事調停の
関係規定にもとづき、大いに調停をやらねばならない。行政訴訟事件、刑事
自訴、その他の軽微事件に対しては事件の実際情況によって民事調停の原則
と手続きにもとづき、当事者に和解を勧告してよい」と述べ、できる限り調
停と和解を成立させるよう全国の人民法院に指令した。
（37）中国法院網2007.6.11によると、江蘇州省邳州市中級人民法院では2007年１
月から６月までの刑事附帯民事訴訟全48件はすべて調停が成立し即時に賠償
金が支払われたと報告した。
（38）軽微な故意犯や過失犯について、法官が積極的に附帯民事訴訟において調
停を勧告し、被告人も後悔・反省のうえに自発的に調停に応じ、被害者であ
る原告も犯罪を宥恕し賠償を得ることを承諾し、損害の全部または一部の支
払約束と謝罪の組み合わせにより調停が成立した場合は、被告人に刑法61条
の情状酌量の事由が生じたとして被告人を寛刑または無罪に処断することで
ある。さらに、司法解釈《範囲》４条では「被告人がすでに賠償したとき
は、量刑を斟酌することができる」と明記する。このような場合には、刑事
判決の理由中で「附帯民事訴訟で、損害賠償等につき調停が成立し、被告人
は後悔し、被害は回復したことによる情状があり、執行猶予〔または無罪〕
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に付するのが相当である」などが述べられる。
　　しかし調停が成立し、被告人に寛刑が下されても、のち賠償金が支払われ
ないなど調停条項が履行されないときは問題である。したがって賠償金等の
調停条項は刑事判決の前に履行がなされることが必要である。中国法院網
2007.5.11によると、刑事附帯民事訴訟の審理方法として、江蘇省徐州市賈汪
区人民法院では、先に附帯民事訴訟で調停を成立させたあと速やかに賠償金
の支払いを履行させたあと、その履行状況に応じて被告人の量刑を斟酌して
処断刑を宣告するというシステムを採用した。
　　死刑が見込まれるケースではどうか。これについて最高人民法院・司法部
2008.5.21《関于充分保障律師依法履行辯護職責確保死刑案件辦理質量的若干
規定》（同院公報2008年第７期21頁）の十四で「人民法院は、被告が死刑に処
せられる可能性がある刑事附帯民事訴訟において賠償につき調停を進めると
き、律師はその権限の範囲内で、事件と当事者の具体的状況にもとづき、事
件処理に有利でかつ当事者の利益にかなう意見を提出し、もって附帯民事訴
訟の調停による解決を促進しなければならない」と指令した。これは被告の
弁護人である律師に積極的に附帯民事訴訟について調停が成立するように協
力せよと指令したものである。
（39）陳光中《刑事和解初探》中国法学2006年５期11頁。
（40）最近、検察院の起訴便宜主義と被害者への賠償を有機的に結合させて、「賠
償和解による不起訴処分」が喧伝されている。最高人民検察院は2007年２月
に、《関于在検察工作中貫徹寛厳相済刑事司法政策的若干意見》《人民検察院
辦理未成年刑事案件的規定》《関于依法快速辦理軽微刑事案件的意見》という
三文件を発布して、人民内部の軽微な刑事事件について、被疑者の真摯な反
省と被害者への賠償支払いがあれば、人民検察院は不起訴にすべしとの指令
を出した。法制日報2007.9.21。
６．無罪・免訴・公訴 /自訴棄却と刑事附帯民事訴訟
　被告人が無罪、免訴、公訴棄却、自訴棄却となったとき、刑事附帯民事
訴訟はどうなるかについて、中国刑事訴訟法の本文には明文がないが、司
法解釈《解釈》101条が「人民法院は、公訴案件の被告人の行為が犯罪を
構成しないときは、提起された附帯民事訴訟については、その調停が成立
しないときは同時に附帯民事訴訟の判決をする」と規定するので、無罪等
のときもそれを理由として附帯民事訴訟が却下されることはない
（粟）
。この点
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は下記のとおり、日本旧刑訴法や台湾法と著しい相違がある。
　上記101条は「公訴案件」とするが、自訴で無罪、免訴、自訴棄却が
あったときも適用される。
　日本旧刑訴法590条は「公訴ニ付無罪、免訴又ハ公訴棄却ノ判決アリタ
ルトキハ判決ヲモッテ私訴ヲ却下スヘシ」と規定し、無罪等の場合は附帯
民事訴訟を却下する
（袷）
。台湾刑事訴訟法503条も同一の規定がある。
　中国で被告人が無罪とされたにもかかわらず、附帯民事訴訟で賠償等の
請求が認容されるケースとして、次のような２例が想定できる。
１）（公訴無罪の例）Ａが故意にＢの自動車を毀損したとして、Ａが刑法
275条（財産損壊罪・故意犯）で公訴提起され、ＢはＡに自動車毀損の
損害賠償10万元の請求として刑事附帯民事訴訟を提起したケースで、
法院は故意による毀損ではなく重過失による毀損だと認定し、Ａに無罪
を宣告し、附帯民事訴訟については重過失による不法行為として10万
元の賠償を命じた。
２）（自訴無罪の例）街頭で YとＸが口論中にＹがＸに「この淫売女
め！」と罵ったので、Ｘは刑法246条（誹謗罪）として刑事訴訟法170
条にもとづき自訴し、同時に謝罪と慰謝料を求めて刑事附帯民事訴訟を
提起したところ、法院はＹの犯情が軽微で加罰性がないとして無罪と
し、附帯民事訴訟について謝罪だけを命じた。
註
（41）司法解釈《解釈》101条の「犯罪を構成しないとき」とは、無罪、免訴、公
訴棄却、自訴棄却を指すが、管轄違いによる公訴棄却、自訴棄却の場合だけ
は、附帯民事訴訟について「訴え却下」の判決をすべきであると考える。こ
の点について台湾刑事訴訟503条１項但書で「（無罪等判決で原告の訴えを却
下すべきとき）原告の申請があるときは、附帯民事訴訟を管轄ある法院の民
事廷に移送しなければならない」と規定して、原告の便利を図っている。中
国では原告の利便を一層図っている訳である。
　　以上のように中国では、原告は刑事が無罪等であっても附帯訴訟は訴えが
却下されることはなく、移送もせず、附帯訴訟の請求について判断がなされ
る。最高法院公刊の訴訟書式もすべてこのようになっている。例えば、刑事
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が無罪で、賠償請求が認容のケースは：「主文：1.被告人は無罪。2.被告人は
附帯民事訴訟原告に○○元を支払え」となる。最高人民法院辦公庁編『法院
刑事訴訟文書样式』人民法院出版社1999年22頁。なお、司法解釈《解釈》の
前身である註（４）の司法解釈《具体規定》73条に同一の規定があり、これ
は当時の通説であった。王永臣・範春明『刑事附帯民事訴訟與自訴案件的審
判』中国法制出版社1995年91 ～ 95頁。
（42）日本旧法590条の法案理由書によると「公訴ニ付無罪、免訴、公訴棄却判決
アルトキハ、公訴ニ於イテ取調ヘタル無実及ビ証拠ヲ以ッテ私訴ノ判決ヲ為
スコトヲ得サル故ニ其ノ如キ場合ニハ判決ヲ以ッテ訴ヲ却下スベキモノト
ス」と述べる。潮道佐編著『刑事訴訟法・陪審法・刑事補償法・先例大鑑』
立振興社・昭和10年351頁。
７．刑事の抗訴・上訴と附帯民事の上訴
　中国刑事訴訟法の用語では、１審刑事判決に対する検察院の控訴は〔抗
訴〕（同法181条）といい、被告人の控訴を〔上訴〕（同法180条１項）と
いう。刑事附帯民事訴訟の原被告がする控訴はいずれも〔上訴〕（同法
180条）という。
★刑事訴訟法
第180条（上訴）附帯民事訴訟の当事者とその法定代理人は、人民法院の１審判
決、決定における附帯民事訴訟の部分に対して上訴することができる。
第181条（抗訴請求）被害者およびその法定代理人は、１審判決に対して５日以
内に人民検察院に抗訴をするよう請求することができる。人民検察院は、そ
の請求があったときから５日以内に抗訴をするかどうかを決定し、かつ請求
人に通知しなければならない。
　検察院の抗訴と原被告の上訴の関係を、場合を分けて考察する。
１．附帯民事訴訟原告は上訴しなかったが、被告人が有罪判決に対して上
訴または検察院が抗訴した場合。
２．刑事判決に対して抗訴も上訴もなかったが、附帯民事判決に対して原
告または被告人が上訴した場合。
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　上記１、２のいずれの場合も、抗訴または上訴しなかった訴訟は確定す
るがその記録は２審に移り、刑事と民事はともに全面審査され、抗訴また
は上訴された事件については、誤りがあれば破棄自判または破棄差戻しを
し、確定した事件については、職権で１審または２審が再審手続を行うと
される。これが現在の刑事訴訟の附帯民事訴訟の抗訴と上訴の調整の結論
である
（安）
。
　⑦事件は、上記の２に当たる。主犯は無期懲役、共犯は懲役１年とされ
刑事判決は確定したが、附帯民事訴訟の原告が賠償額に不服で上訴した
ケースである。この上訴でＸらは「Ｙの量刑は軽すぎる」と主張したが、
Ｘらは刑事判決に対しては上訴できないが、刑事訴訟法180条により附帯
民事の上訴をするとともに同法181条の抗訴請求をすべきであった。
　１審で死刑・執行猶予２年の判決を受け、検察院の抗訴はなく、被告人
の上訴もなく、附帯民事訴訟の原告の上訴だけがあったときは２審の審理
はどうなるか。
　中国刑事訴訟法201条によると、死刑の執行猶予判決は上級庁である高
級人民法院の認可を受けなければならないので（これを〔死緩復核程序制
度〕という）、上記の場合は、高級人民法院は死刑執行猶予の当否と附帯
民事訴訟の各審理をしなければならない
（庵）
。
　日本旧刑訴法と台湾刑訴法ではどうなるか。
　無罪 ･免訴の場合は附帯私訴は却下され、独立して控訴できないとする
日本旧刑訴法590条の反対解釈から、有罪のときに限り検事または被告人
の刑事控訴がなくとも附帯民事訴訟の原被告は控訴できる。このことは日
本旧刑訴法612条が「上訴裁判所私訴ノミニ付審判ヲ為スヘキ場合ニ於イ
テハ決定ヲ以ッテ事件ヲ其ノ裁判所ノ民事部ニ移送スヘキ」と明文で控訴
できると規定していることから明らかである。この程度で付従性が緩和さ
れているが、有罪の刑事判決は確定しているので、民事は附帯性を喪失
し、一般の民事訴訟として民事部へ移送される点が、中国と決定的に異な
る。
　以上のとおり、中国と日本・台湾とは、附帯民事訴訟の刑事従属の度合
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いが異なり、日本 ･台湾では従属性が強く、中国では弱く、単に刑事と民
事が併合されているだけという感が強い。中国では、訴訟経済よりも「人
民の便利性」が突出しているといえる。しかしそのため生ずる弊害も多
い。
註
（43）前掲・陳光中『研究』452頁は「上訴または抗訴のない刑事訴訟も２審で全
面的に審査を受けるが、上訴・抗訴のない刑事訴訟は１審で既に確定し、あ
とは再審の問題を残すだけである」と述べる。前掲・王永臣『刑事附帯民事
訴訟與自訴』82頁は、本文２のケースで２審が刑事事件の判決に誤りを発見
し、附帯民事事件に影響を与えるときは、1）附帯民事事件を破棄差し戻し、
刑事事件を職権で１審に再審させるか、2）附帯民事事件を破棄自判し、刑事
事件を職権で自ら再審するか、いずれでもよいと述べる。
　　１審で刑事判決が確定し、附帯民事訴訟原告が上訴したケースについて、
陜西省高級人民法院あての次の司法解釈がある。
　　最高人民法院1988.5.11《関于二審人民法院審理被害人対刑事案件中附帯的
民事部分提出的上訴応全案審査并就附帯民事訴訟部分作出終審裁判的批復》
法（研）復［1988］23号「刑事附帯民事案件で、刑事判決に対して被告人は
上訴せず、検察院も抗訴しなかったが、被害者である刑事附帯民事訴訟の原
告だけが上訴した場合は、２審はその民事訴訟の部分だけではなく、刑事訴
訟の部分をも審理し、もって民事責任を正確に確定し、附帯民事訴訟の部分
についてだけ最終の判決をせよ。刑事判決はその上訴期間が満了とともに確
定し法律効力が生じ、もし２審で１審の刑事判決に誤りがあったときは、審
判監督手続きにより処理せよ。また被告人が２審で附帯民事訴訟について出
頭等をする必要があるときは、しばらく収監を猶予することができる」。以上
の解釈は、司法解釈《解釈》249、250条で明文化された。
（44）１審で被告人が死刑・執行猶予２年を受け、被告人は上訴せず、附帯民事
訴訟の原告だけが上訴した場合に、死緩判決も２審に移審するのかという河
南省高級人民法院の「伺い」に対して、最高人民法院研究室1993.8.12《関于
判処死刑緩期二年執行的附帯民事訴訟案件制作法律文書有関問題的答復》法
明伝［1993］251号は「この場合は、刑事事件は“死緩認可手続”に入り、附
帯民事訴訟は“第２審手続”に入る。もしいずれも１審判決を維持すべきと
きは、決定書中に先に“原審の死刑・執行猶予２年判決を認可する”と記載
し、次に“附帯民事訴訟の上訴を棄却し、原判決を維持する”と記載せよ。
もし１審の刑事判決は認可するが、附帯民事訴訟は重大な誤りがあると場合
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は、判決中に先に“原審の死刑・執行猶予２年判決を認可する”と記載し、
次に“原審の附帯民事訴訟判決を取り消し、次のとおり自判する（または、
原審に差し戻す）”と記載せよ」と回答した。
　　なお最高人民法院は1983年以来、「死刑復核程序」について高級人民法院に
許可権限を授権していたが、2006年10月31日全人大常委はこれを改め、最高
人民法院のみが死刑許可の権限を持つことにした（人民法院組織法13条）。
８．押収贓物の還付と刑事附帯民事訴訟
刑事附帯民事訴訟は被害者の訴訟提起による賠償等の請求であるが、中
国刑法36、37、64条は、被害者による刑事附帯民事訴訟の訴えがなくと
も人民法院が判決で被告人に賠償や謝罪の命令をすることができる規定が
ある。
さらに捜査段階で公安等の司法機関は犯罪者が違法に財産を所持してい
るときは、それを押収し、または価格納付させなければなららないという
規定がある。これらの規定と刑事附帯民事訴訟による賠償等の請求はどの
ように関係するか。
★刑法
第36条（賠償の命令）犯罪行為により被害者が経済上の損害を受けたときは犯
罪分子に刑事処罰を加えるほか、情況にもとづき損害賠償を命じなければな
らない〔給予刑事処分外、并応根拠情況判処賠償経済損失〕。
　　民事上の賠償責任を負う犯罪分子が同時に罰金刑または財産没収刑に処せら
れ、民事上の賠償と罰金、没収の全部またはその一部について支払いできな
いときは、民事上の賠償を優先して負担させなければならない。
第37条（謝罪、賠償の命令）犯罪が軽微で刑罰に処する必要がないないとき
は、刑事処分を免除し、情況により、訓戒しまたは反省を誓約させ、謝罪を
表明させ〔賠礼道歉〕、損害の賠償〔賠償損失〕を命じ、または主管部門に
行政処罰または行政処罰を課することができる。
第64条（押収、価格納付と返還）犯罪分子が違法に取得した一切の財産は、こ
れを押収〔追繳〕または価格納付〔退賠〕を命じなければならない。
　　　被害者の合法財産はこれを速やかに引き渡さなければならない。禁制品と
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犯罪供用物件はこれを没収する。没収した財物と罰金は、一律に国庫に収納
し、自庁で勝手に処理してはならない。
　刑法36、37条の趣旨は、被害者の請求がなくとも、法院が直接に被告
人に対して刑事判決で被害者に賠償や謝罪を命じるものであり、刑事附帯
民事訴訟による損害回復の方法と類似するが、法的形式はまったく異な
る。
　一方刑法64条は、刑事訴訟の全過程で公安・検察・法院が犯罪人が違
法に取得した物品や金銭を押収し、または価格を追徴し
（按）
、禁制品や賄賂以
外で被害者の財物であることが明らかな場合で、証拠として留置する必要
がなくなったときに、被害者に引渡す規定である。
　しかし64条は、贓物や価格納付金が直接に被害者に返還されるのでは
ない。一旦は公安や検察院に留置し、被害者の合法財産であることが判明
し、かつ公判の証拠として留置する必要がないときに限り被害者に返還さ
れるのである。〔追繳〕は、日本刑訴法99条の裁判所による「押収」、ま
たは同法218条の捜査機関による「差押」に相当する。
　司法解釈《範囲》１条は「犯罪によって財物を毀損したときは、被害者
は附帯民事訴訟を提起することができる」といい、同５条２項は「押収、
価格納付命令が損害を填補することができないときは、（被害者は）別途
民事訴訟を提起できる」とする。この「別途民事訴訟」とは文理上は一般
の民事訴訟を指す。したがってこれらの規定を総合すると、財物が毀損さ
れまたは喪失したときは、刑事附帯民事訴訟で賠償請求ができるが、人民
法院が押収した贓物を被害者に返還してもなお損害があり、かつ１審の刑
事判決前であっても、被害者はその余の損害について刑事附帯民事訴訟を
提起することはできず、一般の民事訴訟しかできない事になり、不当に刑
事附帯民事訴訟を制限するので、問題がある規定と考える。
　実際に、刑法64条と司法解釈《範囲》５条２項の運用については、贓
物を犯罪人が現物で所持しているときは、公安がこれを押収し、適宜な時
期に被害者に返還しているが、贓物が転売されたり、毀損されたりしたと
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きは条文上は公安や法院が「価格を納付させる」ことになっているが、こ
れは全然実施されていないといわれている。すなわち、贓物現品が現存し
ないときは、被害者の刑事附帯民事訴訟に依っている
（暗）
。
　犯罪被害者の損害回復の方法として、刑事附帯民事訴訟という迂遠・煩
雑な方法よりも迅速な方法として64条による「贓物の押収と被害者への
返還」の規定を積極的に活用することにより、被害者の損害の早期・全面
的回復を図るべきだとの建議がある
（案）
。
註
（45）日本のテキストでは一般に、中国刑法64条の〔追繳〕を「追徴」、〔退賠〕
を「賠償」と和訳しているが（例えば、全理其『中華人民共和国刑法』早稲
田経営出版社1997年27頁）、追繳は「物品押収」または「物品接収」、退賠は
「価格納付」と和訳するのが妥当である。追徴は日本では付加刑としての没
収の代替であり、賠償は被害者の被害填補に対応する用語であるから、追繳
と退賠を「追徴」「賠償」と和訳するのはおかしいと考える。
　　追繳または退賠は、没収または被害者への返還の前提作業であり、被害者
の請求は不要で、捜査機関または法院が必要に応じて職権で行うのである。
（46）焉智敏・査小雲《刑事附帯民事訴訟若干問題的探討》法律適用2007年６期
68頁は、贓物が被告人の管制下にあるときに限り、法院は「押収命令」を発
し執行してこれを被害者に還付し、これが存在しないときは、被害者は刑事
附帯民事訴訟または一般民事訴訟のいずれかを選択して提起して賠償の請求
ができると述べ、折衷説を採る。
（47）王新兵《追繳制度之完善構想兼附帯民事訴訟之比較》中国法院網・刑事研
究2007.11.9は、附帯民事訴訟の制度ばかり注目され、刑法64条の便利性は忘
れられ大方の関心が低く、わざわざ煩雑で不経済な刑事附帯民事訴訟の方法
を選ぶ傾向にあるが、むしろ「追繳・退賠」の方法を強力に実施するほうが
よいと述べる。
　　前掲・毛立華《問題與対策》は、刑法64条の価格納付を刑事判決で命じて
も、これは民事上の法律文書ではないので、これにもとづいて被告人の財産
に強制執行できないと述べる。しかし罰金刑の執行に関する刑事訴訟法219条
の準用により人民法院によって被告人の財産が差押さえその換価代金を暫時
留置でき、その後に没収または被害者還付をすることができるのであるか
ら、全くの無意味ではない。
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９．自訴と刑事附帯民事訴訟
　「自訴」とは、国家が行う「公訴」に対する用語で、刑事犯罪に関して
被害者等一定の利害関係者みずからが人民法院に刑事訴追を提起する制度
である。アジアでは中国と台湾に存在するが、日本にはない。
　中国は近年自訴が増加し、全刑事事件の約40％を自訴が占めると報告
されており
（闇）
、公訴だけしかない日本から見ると驚異に値する。
　現行の1996年刑事訴訟法170条は、自訴の範囲を特定するとともに３号
で「公訴機関が不起訴の場合は、自訴ができる」という条項（いわゆる
「公訴が自訴に転化する」）を追加した点が注目される。
　検察院の不起訴に対する被害者の異議と自訴への転化については、下記
のとおり刑事訴訟法145条に類似規定があるが、これと170条３号と整合
性が欠ける
（鞍）
。
　ついで1998年の司法解釈「刑事訴訟法実施に関する規定
（杏）
」において、
自訴できる「軽微な事件」を明文で制限列挙した。しかし同２項で「証拠
が不足するときは、公安機関に移送し、立案させる」と規定するのは、問
題がある。むしろ法院は自訴で証拠不足を理由に無罪とし、事件を公安に
移送しないのが妥当である
（以）
。
★刑事訴訟法
第145条（不起訴と自訴）被害者がいる案件で、不起訴の決定したときは、人民
検察院は不起訴決定書を被害者に送達する。被害者が不服のときは、決定書
を受領したときから７日以内に上一級の人民検察院に異議申立てをし、公訴
提起を請求することができる。
　　　人民検察院は再審査の決定を被害者に告知する。人民検察院の不起訴を維
持する決定に対して被害者は人民法院に起訴することができる。被害者は異
議申立てを経由せず直接人民法院に起訴することができる。
　　　人民法院は案件を受理したとき、人民検察院は事件関係の資料を人民法院
に送致しなければならない。
第170条（自訴）自訴事件は、次の事件に適用する。
１．親告により処理する事件。
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２．被害者が証拠で証明することができる軽微な刑事事件。
３．被告人が被害者の身体、財産を侵害した証拠があり、刑事責任を追究
すべきであるのに、公安機関または人民検察院が被告人の刑事責任を追
究しない事件。
第172条（自訴の調停・和解）人民法院は、自訴事件について調停を行うことが
できる。自訴人は判決宣告前は、被告人と和解し、または訴えを取り下げる
ことができる。
★司法解釈「刑事訴訟実施に関する規定」
　4（自訴の軽微事件）刑事訴訟法170条２号により人民法院が受理する「被害者が
証拠で証明することができる軽微な刑事事件」とは、次の事件で被害者が証拠によ
り証明できる事件をいう。
　　（１）傷害罪（軽傷）
　　（２）重婚罪
　　（３）遺棄罪
　　（４）通信妨害罪
　　（５）住居侵入罪
　　（６）劣悪商品の生産・販売罪
　　（７）知的財産権の侵害罪
　　（８）刑法第四章、五章が規定する懲役３年以下の軽微事件。
　上記各号で被害者が直接人民法院に起訴し、法院がこれを受理するとき、証拠が
不足し公安機関が受理すべき場合は、公安機関に移送し立案させる。
　偽証罪、執行拒絶罪は、公安機関が受理する。
★司法解釈《解釈》
第189条（自訴と附帯民事訴訟）自訴人は、人民法院に刑事起訴状を提出しなけ
ればならない。附帯民事訴訟を提起するには、さらに刑事附帯民事訴訟の訴
状も提出しなければならない。
　　　自訴人が自ら起訴状を書くことができないときは、口頭で起訴することが
できる。
　「自訴」と「刑事附帯民事訴訟」が結合すると、まさに「犯罪被害者に
よる刑事参加と損害賠償等の請求が同一手続で簡便で迅速に実現」すると
いう理想が一挙にできる。
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　犯罪により被害を受けた法人、団体、組織も自訴と附帯民事訴訟ができ
る
（伊）
。
　最近の中国では、近隣事件、名誉信用毀損事件、交通事故、軽微な傷害
事件について、自訴事件で附帯民事訴訟の調停を成立させて被害者を納得
させ、同時に刑事被告人を寛刑にして、紛争の情緒的激化をなくそうとい
う刑事政策が叫ばれている
（位）
。
⑩事件は、この好例である。ドメステックバイオレンスで暴力を受けた
妻が夫に対して刑法260条（家族虐待罪）により人民法院に自訴し、かつ
同時に刑事附帯民事訴訟を起こして賠償請求をしたケースで、農村で時に
みられる。同罪は親告罪であり、告訴しても公安はまともに取り合わない
ことが多く、このような場合に被害者自身が刑事訴追を求めて自訴し、あ
わせて賠償の訴えを起こして刑事・民事の同時判決を求めるなどは意義が
ある。
　この事件は、近隣のささいな口争いから始まった傷害事件の「自訴プラ
ス刑事附帯民事訴訟」であり、裁判上の調停が成立し３年に渉る怨念が解
消されたと報道された。
　従来から近隣事件、喧嘩による殺傷は自訴プラス刑事附帯民事訴訟が多
かったが、近年は農村都会とも交通事故罪（刑法133条）による自訴プラ
ス刑事附帯民事訴訟が増加しつつあることは、自訴と刑事附帯民事訴訟の
今日的意義と存続に関して注目すべき現象である。
　さらに知的財産権の侵害事件の増加に伴い、被害者による知財刑事の自
訴と刑事附帯民事訴訟の提起が「知財刑事ルート」として内外の注目を集
め始めた
（依）
。
註
（48）中国法院網・刑事研究2007.8.22・呉興琦《刑事自訴案件立案審査問題之浅
議》。
（49）1979年刑事訴訟法102条は、不起訴の決定に対して被害者は検察院に不服審
査請求ができるだけで、人民法院に自訴できる規定はなかったから、現行法
は格段に進歩したといえる。不起訴に対する態度は日本はさらに保守的で、
（465）
35
不起訴決定に対して被害者は「検察審査会」に審査請求し、検察審査会が
「起訴相当の議決」を出すだけである（刑訴法260条，検察審査会法39条の
５）。
（50）最高人民法院・最高検察院・公安部・国家安全部・全人大常委会法制工作
委員会1998.1.19《関于刑事訴訟法実施中若干問題的規定》。
（51）同旨、丁建平《証拠不足的自訴案件不宜移送公安機関案偵査》中国法院
網・刑事研究2003.8.5は、移送による弊害として、１）公安機関は証拠不足と
して不起訴処分にすると、自訴人の上訴権が奪われる、２）自訴人の積極的
な証拠収集の意欲がそがれる、３）法院は安易に証拠不足を理由に移送す
る、などを挙げ、移送に反対する。
（52）前掲・中国法院網《自訴案件立案審査》。
（53）北京市朝陽区人民法院《関于刑事自訴及附帯民事訴訟案和解工作若干問題
的規定（試行）》。法制日報2007.4.20によると、広東省東莞市の高級・中級法
院と海南省の高級人民法院は、賠償による刑事処罰の減刑措置を試行した。
　　また法制日報2007.9.28によると、鄭州市の27区の基層人民法院は、2007年
９月２日から《判前賠償減刑制度》を実施した。これは起訴猶予ではなく、
起訴後判決前の賠償支払いによる減刑措置である。しかしこれを“銭で刑を
買う”〔花銭買刑〕として、倫理的立場からの批判が多い。
（54）“知財三軌制”とは、知財保護の民事ルート、行政ルート、刑事ルートを指
す。刑事ルートで、検察院の公訴に頼らず、被害者が自訴をし同時に刑事附
帯民事訴訟を提起して、差止仮処分、損害賠償、謝罪広告を請求するのであ
る。最高人民法院・最高検察院2004.12.8《関于辦理侵犯知識産権刑事案件具
体応用法律若干問題的解釈》法釈［2004］19号により、知財侵害の刑事事件
について訴追基準を大幅に引き下げた。
10．検察院による刑事附帯民事訴訟
　刑事訴訟法77条２項は「国家財産、集団財産が損害を受けたとき、人
民検察院は公訴が提起された場合は、附帯民事訴訟を提起することができ
る」と規定している。
　これは犯罪行為により国家財産や集団財産が損害を受け、犯罪行為者に
公訴が提起されたときは、人民検察院は被告人に対してその刑事事件に附
帯して損害賠償等の民事訴訟を提起できるという中国特色ある制度であ
る。
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　しかしこの制度は現在では、民事訴訟法187条による検察院の「抗訴」
制度とともに、民事事件に対する検察の干渉として疑問がある規定である
といわれる
（偉）
。
　この検察院による附帯民事訴訟の趣旨は、国有財産や集団所有財産がそ
の管理者や主体（国有企業の董事長・廠長、郷鎮企業の董事長、農村請負
における村民委員会・農民小組）が外部の犯罪者と共謀する場合、または
詐欺により巨額の被害を受けた場合など、いわゆる「国有財産の流失案
件」について被害者が損害の回復を怠る場合や回復に消極的な場合など
（囲）
、
検察院は公益を代表して速やかに被告人に対して損害賠償を提起する必要
があることを理由とする。
　検察院の訴訟法上の地位は、財産所有者の代理人ではなく、法定訴訟担
当の一種である。
　刑事附帯民事判決の執行について、原告の執行申請がなくても判決を下
した審判廷みずから執行廷に判決等を転送して執行を実施させるという次
の司法解釈がある
（夷）
。
★最高人民法院「人民法院の執行工作に関する規定」
第19条（刑事附帯民事判決の執行）刑事附帯民事訴訟の判決、決定、調停は、
審判廷が執行廷にこれを転送して執行させることができる。
　この趣旨はもっぱら公益目的、すなわち人民検察院が被害者に代わって
刑事附帯民事訴訟を提起して給付判決を得たが、被告が賠償を履行しない
とき、被害者である単位が執行申請をしなくても法院自ら執行廷に執行さ
せることができる条項だと説明されている
（委）
。
　検察院による刑事附帯民事訴訟は、時として民衆の喝采を浴びることが
ある。それは悪質・全国的な巨額詐欺、故意または重大な過失により多数
人が死傷した炭鉱爆発、有毒物質排出、河川橋梁事故など、地元の検察院
が行為者を逮捕し、刑事訴追をし、同時に多数の被害者のために責任単位
に対して賠償を求めて刑事附帯民事訴訟を提起することである。
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　このようなケースとして1988年に江蘇省南通市の長江で発生した客船
と貨物船の衝突による114人の死者を出した「南通特大水難事故」があ
る。ここでは地元の検察院は刑事事件と民事事件を一手に引き受けて処理
し、一応の評価を得たといわれる
（威）
。
　犯罪行為によって多数の負傷者と損害が発生し、刑事訴追とともに被害
者の早期救済への世論の関心が高まるケースでは、本条は、一種の公益訴
訟の変種として活用されるであろう。現に2007年10月の民事訴訟法改正
の過程で「専門家改正建議稿第四稿」第427条は「公益訴訟」という特別
訴訟を設け「被害者が訴訟を提起せず、または被害者を確定することが困
難なときは、人民検察院が侵害者に対して侵害の禁止、損害賠償の民事訴
訟を提起することができる」と規定し、手続はクラスアクションについて
の民事訴訟法55条を準用するとした。思うにこの方法は、社会主義和諧
をスローガンにする現代中国において集団的な民事紛争解決の新しい切り
札になる可能性がある。しかし同時に、その発動と収束は常に“政治決
着”の色彩を帯び、法的厳密性は後退することがさけられない。
　本条の変種として最近注目を集めたのが、「身元不明者が交通事故で死
亡したとき、事故地の民政局は死者の遺族に代わって被告人に対して刑事
附帯民事訴訟を提起することができるか」〔流浪漢維権案〕という議論が
ある。いくつかの判例があり、その一つが④事件〔宜昌流浪漢維権案〕で
ある
（尉）
。私見では、これも検察院が行う刑事附帯民事訴訟と同様に「三者の
訴訟担当」の一種であり、法律または契約が存在しない以上、民政局が遺
族の訴権を行使することはできないと解すが、この措置を肯定する説も多
い
（惟）
。
⑫事件は、やや特異である。
　この事件は、鎮人民政府に属する“財政所所長”の無担保貸出等による
回収不能について、検察院が刑法397条の職権濫用罪で刑事起訴し、同時
に被告人を刑事附帯民事訴訟により回収不能額相当額を損害賠償として請
求し、法院がこれを認容したケースである
（意）
。日本なら、地方自治法（242
条、242条の２）と行政訴訟法（42条）により、住民が監査請求を経て自
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ら原告になり元公務員を被告にして“被告は自治体に賠償せよ”という住
民訴訟を起こすのが一般である。中国では、公務員の犯罪行為によって国
家、地方が損害を受けたときは、地元の検察院が刑事附帯民事訴訟を起こ
すことにより日本の住民訴訟と似た役割を果たすといえる。
註
（55）多くの説は、刑事被告人に対して民事訴訟を提起して賠償請求をするかど
うかなどの高度の判断を被害者である財産所有者または管理者の意思と無関
係に検察院が刑事附帯民事訴訟を提起ができると解することはできないと述
べる。段淑軍《検察機関提起附帯民事訴訟的範囲》中国法院網・刑事研究
2007.11.12、前掲・方弋栄《主体資格和賠償範囲》。
（56）法制日報2006.5.6によると、江蘇省南京市玄武区人民法院と同区人民検察院
は連合で《刑事附帯民事訴訟実施辦法》を制定し、刑事訴訟法77条２項にも
とづき、人民検察院の公判部は犯罪行為により公有財産や集団所有財産が侵
害されたのに、その被侵害単位が損害回復を怠り、または公共利益の回復が
急務であるときは、犯罪と損害の事実を検察院の民事行政検察部（日本の法
務省訟務部に相当）に通知し、同部が77条２項の刑事附帯民事訴訟を提起す
ることなどを規定し、南京市全部で試行された。
（57）最高人民法院1998.7.8《関于民法院執行工作若干問題的規定》法釈［1998］
15号。
（58）張建業「刑事附帯民事執行案件的有関問題」『民事強制執行新視野』人民法
院出版社2002年312頁。しかし「執行工作規定」19条は、前段で扶養料等の支
払い判決についても原告から執行申請がなくても、審判廷はみずから執行廷
に判決を転送して執行させることができるとしているので、この規定は全体
として検察院の公益目的の早期実現だけでなく、要扶養者または犯罪被害者
の簡易・迅速、安価な執行のための理由もあるといえる。
（59）前掲・王永臣『刑附民與自訴』106頁によると、この「南通特大水難事故」
は、1988年に南通市を流れる長江で南通市輪船運輸公司の客船と武漢長江輪
船公司の貨物船が衝突し、114名が死亡または行方不明となり、南通市検察院
は事故責任者を刑法113条（河川運輸事故致死罪）で刑事起訴するとともに責
任単位に対して民法106条で被害者の死亡賠償金、葬儀費等を求めて南通市中
級人民法院に刑事附帯民事訴訟を提起したところ、同法院はこれを受理し、
早期解決した（但し、刑事附帯民事訴訟が、判決、調停のいずれで終わった
のか不明である。もし調停成立の場合は問題がある。また民事訴訟法55条の
クラスアクションを準用して、公正に訴訟提起の公告や被害者の登記手続を
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催促したのかどうかも不明である）。
（60）最近中国で同種のケースが相次いで発生した。
④事件では、検察院が地元の民政局に「検察建議書」を発し民政局が被害
者に代わって附帯民事訴訟を提起するように促した点が注目される。このケ
ースの先例は2005年11月12日に発生した交通事故で、湖南省臨湘市救助セン
ターが被害死者に代わって雇用主と保険会社を共同被告として同市臨湘人民
法院に15,46元の損害賠償の訴えを起こして勝訴した事件である。
　　しかし2004年12月４日の交通事故死亡事件〔高淳流浪漢維権案〕で、南京
市中級人民法院2007年３月28日決定は、被害死者に代わって運転手と保険会
社を共同被告として訴えを起こした南京市高淳県民政局の原告適格なしとし
て賠償請求を却下した１審の決定を維持した。法制日報2006.4.24。智敏《民
政局交替流浪者索賠案敗訴的法理思考》民主與法制2007年10期22頁。
　　また、中国法院網・民事案件2007.9.20によると、2007年９月19日の交通事
故で死亡した身元不明者の親族にかわって進賢県民生局は葬儀費等合計６万
元を運転手とその雇用者を被告、中国人民保険公司を第三者として損害賠償
請求の訴えを提起し勝訴した。しかし、このケースは刑事附帯民事訴訟か一
般の民事訴訟かどうか不明である。
　　中国法院網・民事案件2008.8.20によると、2008.5.5の交通死亡事故で地元
の浙江省富陽市民政局は同市検察院の建議にもとづき被害者に代わって運転
手と使用者に対して刑事附帯民事訴訟を提起し、同市中級人民法院は死亡賠
償金、葬儀費用等合計426,907元の支払いを認容した。
　　民主與法制2008年第４期40頁によると、天津市紅橋区人民検察院は
2007.7.4に発生した交通死亡事故について被害者に代わって運転手と使用単位
に対して総額28万元の刑事附帯民事訴訟を提起し、運転手と42,000元で、使
用者と100,000元で各調停が成立し、被告人である運転手は懲役２年執行猶予
２年の寛刑を受けた。しかし、このケースは疑問である。第一に刑事訴訟法
77条２項は検察院による刑事附帯民事訴訟は「国家財産または集団財産の犯
罪による侵害」の場合に限定されており、本ケースのように特定個人への侵
害には適用されないし、第二に本文中の「公益訴訟」は「不特定の損害」が
想定されており、しかもまだ立法されておらずこれにも当たらないので、本
ケースで検察院による附帯民事訴訟の提起は違法であると考える。さらに公
訴機関と刑事附帯民事訴訟の原告はひとしく紅橋区人民検察院であるから、
同検察院は刑事・民事の両面から被告を攻める立場になり、これでは被告の
受ける心理圧迫は強すぎ、一方検察院からすれば「罪状を認め、速やかに調
停に応じれば寛刑にしてやる」という誘惑に駆られるであろう。この点につ
いては、「自訴」も被害者自ら刑事訴追人になり同時に附帯民事訴訟を提起す
るから、同一人が刑事民事で被告を攻めることになり、被害者は「賠償に応
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じれば、自訴を取り下げてやる」という態度になりがちで、制度自体の欠陥
ともいえるので、あながち検察院による附帯民事訴訟を非難できない。しか
もこれらの広義の「調停による寛刑」は中国の最近の刑事法政策の傾向であ
る。死刑必至の事件について弁護人は附帯民事訴訟について調停の成立に協
力せよという最高法院・司法部のガイドラインについては註（38）の後半を
参照されたい。なお前掲・民主與法制は、広州市の律師・王朝金の「運転手
や使用単位は、債権者不明として“弁済供託”をすれば足りる」という弁済
供託説を紹介する。私見も地元民政局や検察院の提訴はいずれも原告適格が
なく、“弁済供託説”が正しいと考える。
　　賠償後に身元不明者の家族が現れたケースがある。法制日報2008.1.1による
と、2007.2.10、身元不明の女性がジープと衝突し死亡し、山東省青島市北区
人民検察院は交通事故罪で運転手を起訴するに際して同市北区民政局に対し
て刑事附帯民事訴訟を提起して損害賠償請求をするように建議し、その後人
民法院の勧告により18万元を賠償する旨の調停が成立し、同区民政局がこれ
を預かった。刑事事件はまだ判決は出ていない。その後死亡者の“夫”と称
する者が2007年12月に現れた。もっか関係を確認して、夫婦関係が真実と認
められれば、同区民政局は預かった賠償金を“夫”に交付するという。
（61）許先明・譚必栄《救助站能否代替車禍身亡的無名浪漢提起刑事附帯民事訴
訟》中国法院網・案件点評2007.4.11は、社会正義のため民政局による訴訟担
当を肯定し、④事件に関する検察院と法院の措置を支持する。
（62）民主與法制2008年第１期20頁によると、公務員に公務員犯罪による刑事訴
追とともに刑事附帯民事訴訟を起こしたのは全国で初めてだと述べる。
　　物権法57条は「国有財産管理に当る職員が職権を濫用し、職務を怠って国
有財産に損害を与えたときは、法律責任を負う」と規定し、この“法律責任”
は民事、刑事、行政の各責任を含むと解されるので、この規定により国・地
方政府がその公務員に賠償請求の民事訴訟を起こすことができる。
11． 中国の「刑事附帯民事訴訟」と日本の「犯罪被害者権利保護
法」
　日本は、2000年５月に「犯罪被害者権利保護法」全９条を制定した
（慰）
。
この制度は「一定の刑事事件についてその起訴時から弁論終結時までに被
害者が“賠償命令の申立て”を刑事係属部に提出し、刑事部は当該刑事判
決の言渡し後に直ちにこの申立ての審理に入る」としているが、中国、台
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湾の刑事附帯民事訴訟の制度と大きく異なる
（易）
。
　被害者は、この賠償命令の申立ての権利とともに、刑事訴訟法316条の
33以下の規定により、被告人または証人に尋問をすること、および意見
陳述をすることができる。ただしこの尋問権と意見陳述権は、公訴事実に
関する事項に対してであり、損害賠償に関する事実に対してではないこと
に注意すべきである。
　中国の刑事附帯民事訴訟と日本の刑事賠償命令を比較すると、次のよう
な差異がある。
１．中国では、刑事附帯民事訴訟ができる罪名には制限はない。犯罪によ
って損害を受ければそれで十分である。日本法は対象を制限し、極めて
狭い。これでは交通事故、労災事故、薬害 ･公害事故など過失犯による
巨額事件は埒外になる（但し、尋問権や意見陳述権は事件の制限がな
い）。
２．中国では、刑事と民事を同時に審理することが原則で（刑事訴訟78
条前段）、例外的に「刑事事件の審理に著しく遅延を生じるときは、刑
事判決の後に審理する」としている（同法78条後段。なお司法解釈
《解釈》99条で“民事後回し審理”の要件を制限列挙している点から
して、中国では刑民の同時審理が一応貫徹されているといえる）。
　　日本では、賠償請求の審理は刑事判決の後にしか審理しないので、中
国のような融通性はまったくない。どちらも一長一短がある。
　　中国では“刑民同時審理”を採用しているので、刑事法廷では検察員
と附帯民事訴訟の原告または代理人が同席し、随時に双方が証拠を提出
し、法官は同時に心証をとる
（椅）
。
　　刑訴法40、155、160条にもとづいて犯罪被害者、その附帯民事訴訟
の代理人など“被害者側”は法廷で質問、弁論をすることができる権利
がある（註（14）参照）。日本では刑事事件において被害者が法廷で尋
問できる制度を設けたが、賠償請求事件の審理が刑事判決後に行われる
ため、刑民に対する尋問権の行使が分断され、緊張感がそがれるといえ
る。日本の裁判官は、原被告による情緒対立が法廷に持ち込まれるのを
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極端に嫌うことが立法に影響したといえる。
　　しかし中国は附帯民事訴訟で慰謝料を認めないという致命的欠陥のた
め、慰謝料に関する証拠提出や被告人尋問をすることができない。この
点日本法は、被害者が刑事手続きで被告人や証人に対して尋問するとき
に、犯意や改悛の情などを尋問することができ、のちの慰謝料請求に関
する証拠を準備することができる。
３．日本では刑事手続において被害弁償に関して裁判上の和解はできない
が、中国では広く行われており、和解（中国では、裁判上の和解を〔調
解〕という）の成立が被告人の情状酌量の事由とされる。日本でも中国
流を採用すべきであったと考えるが、今回の立法で賠償の審理は刑事判
決の後で行うとしたため、和解・調停の成立と刑事判決が分断され、刑
事裁判官は被害弁償に関する示談にますます無関心になり、被害弁償は
すべて弁護人任せになり、弁護人が示談書と嘆願書をセットで法廷に提
出し、これらを被告人の情状酌量の証拠とする従来のやり方を変えるこ
とはできなかった。
註
（63）犯罪被害者等の保護を図るための刑事手続に付随する措置に関する法律
（平成12年５月19日法75）。
　　1999年以降、犯罪被害者救済の立法運動が展開された過程で、被害者の損
害回復の方法に関して各国の「刑事附帯私訴制度」が紹介された。しかしド
イツ、フランス、イタリア等欧州の紹介だけで、刑事附帯民事訴訟の大国で
全刑事事件の約20％を占める中国と戦前日本の刑事附帯私訴を継受し現に実
施している台湾のそれを紹介していない。例えば日弁連・犯罪被害者支援委
員会『犯罪被害者の権利の確立と総合支援を求めて』明石書房2005年170頁以
下の「附帯私訴」の項目。
（64）犯罪被害者権利保護法の要点は、次のとおりである。
１．次の罪名の刑事事件に限り、その弁論終結日までに「損害賠償命令の
申立」を刑事廷にすることができる（同法９条）。
　　　１）故意による傷害、殺人、致死事件、
　　　２）強制わいせつ、強姦、
　　　３）逮捕 ･監禁、
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　　　４）未成年者略取 ･誘拐
２．損害賠償の審理は、刑事判決の宣告以降に行う（同法12条）。
３．刑事手続中は、損害賠償の裁判上の和解はしない。裁判外の和解は、
刑事手続の調書に記載が請求でき、これは執行力がある（同法４条）。
（65）前掲・日弁連『犯罪被害者支援』182 ～ 184頁は、刑事附帯民事私訴を導入
することに対する消極論として次の点を挙げている。
１．犯罪被告人は資力がないことが多く、実効性がなく、附帯私訴導入の
必要性がない。
２．日本の刑事訴訟は当事者主義の訴訟構造をとるので、職権主義構造を
とるドイツ、イタリアの制度はなじみにくい。
３．刑事訴訟と民事訴訟では、立証責任の程度が異なり、自白法則や証拠
法則に相違があり、これらを同一手続きで行うには無理がある。
４．当事者の数が増え、争点も増えるので、被告人と弁護人の負担が増大
する。
５．被害者が法廷に登場するので、法廷が私的闘争の場と化し混乱する恐
れがある。
６．民事請求のため刑事訴訟が遅延し、被告人の迅速な裁判を受ける権利
を侵害する恐れがある。
（補註）
　刑事附帯民事訴訟の全刑事事件に占める割合について、本文「はじめに」で刑事
附帯民事訴訟の全刑事事件に占める割合は約40％であるとし、註（２）で北京第一
中級人民法院と山東省法院による報告資料を引用した。
　しかし、広東省佛山市中級人民法院課題組「刑事附帯民事訴訟案件審理與執行情
況的調査報告」法律適用・2008年第７期57頁によると、同省における刑事附帯民事
訴訟の割合は2006年度は4.71％となっている。
　上記３資料を比較すると次のようになる。
2000年 2005年 2006年
①　北京一中院 38.51％ 66.43％
②　山東省法院 23.5 ％ 22.4％
③　佛山市法院  4.64％ 4.71％
　①②は〔附帯民事審結案件数〕、③は〔審理附帯民事訴訟案件数量〕、②は山東省
のすべての法院で結審した案件数、①は北京第一中級人民法院の刑事一部において
結審した案件数となっている。
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　しかし①②③は、余りにも差が大きすぎ、統計に疑問がある。
　また上記《調査報告》は、③のうち訴訟代理人として律師を付けたのは23.5％で
あるとし、「附帯民事訴訟の被告は一般には指定弁護人が付けられているが、弁護
人は附帯民事訴訟には何ら責任がなく、彼らは刑事案件の手続きが済めばさっさと
帰ってしまう。総じて、附帯民事訴訟の原被告の訴訟遂行能力が低い」と述べる。
　本文９と註（48）によると、自訴は全刑事事件の約40％を占めると述べる。自訴
は必ず附帯民事訴訟を伴うので、この自訴率40％と上記①②③とを比較分析しなけ
ればならないが、資料不足のため割愛する。
12．まとめ
１、中国では費用の点で弁護士を訴訟代理人にできない民事訴訟が圧倒的
に多いため、本制度の廃止論に係わらず、被害者にとって便利・迅
速・安価の民事訴訟として、この制度を存続させることが妥当であると
考える。
２、しかし、次のようにいくつかの難点を早急に解決する必要がある。
１．刑事附帯民事訴訟の訴訟費用を有料化し、法律援助を積極的に活用
させ、律師を訴訟代理人につけさせ、もって訴訟進行の合理化を図
る。
２．賠償の範囲として、慰謝料を含め、一般の不法行為の賠償項目と同
一にする。
３．執行を確保するため、民事訴訟提起前に、無担保の財産保全を積極
的に許可する。
４．調停や和解を積極的に進め、賠償の現実の支払いを刑事処罰の情状
酌量の一つにする。
５．交通事故による刑事附帯民事訴訟の場合は、保険会社を共同被告に
し、もって判決後の賠償＝保険金支払いを確実にする。
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